
 

 

 

八潮市生活困窮者自立相談支援業務等委託 

公募型プロポーザル実施要領  

 

 

 

 

令和７年 12月 22日  

八潮市 

健康福祉部  

社会福祉課・障がい福祉課 

 



１．目 的 

この要領は、八潮市生活困窮者自立相談支援業務等委託（以下「業務等」という。）

を受託する事業者を公募型プロポーザル方式により選定する手順及び方法について必

要な事項を定める。 

なお、本プロポーザルでは関連する業務等を総合的、一体的に実施するため、３．

業務等の概要に掲げる事業を一括して受託することのできる事業者を選定することと

する。 

ただし、契約は業務ごとに締結するものとする。 

 

２．委託の期間 

いずれの事業も令和８年４月１日から令和 11年３月 31日までとする。 

 

３．業務等の概要 

（１）八潮市生活困窮者自立相談支援業務委託 

ア 業務内容 

生活困窮者自立支援法（平成 25年法律第 105号）に基づき、生活困窮者等を対

象に、生活困窮者自立支援制度の入り口として相談に応じ、就労や住まいの課題

をはじめとする様々な課題を評価・分析して、相談者の状態にあった自立支援計

画を作成し、就労支援、住居確保給付金の支給、その他の生活困窮者等への支援

を行う。 

別添「八潮市生活困窮者自立相談支援業務委託仕様書」のとおりとする。 

イ 本業務の実施に係る予算額（３か年の予算の限度額） 

55,377,000円 

ウ 担当課 

健康福祉部社会福祉課 

（２）八潮市生活困窮者就労準備支援業務委託 

ア 業務内容 

複合的な課題を抱える生活困窮者のうち、生活リズムが崩れている、社会との

関わりに不安を抱えている、就労意欲が低下しているなどの理由により、直ちに

就労することが困難な者に対して、一般就労に従事する準備としての日常生活能

力や社会的能力の形成・向上、就労意欲の喚起等の支援を計画的に行う。 

別添「八潮市生活困窮者就労準備支援業務委託仕様書」のとおりとする。 

イ 本業務の実施に係る予算額（３か年の予算の限度額） 

12,084,000円 

ウ 担当課 

健康福祉部社会福祉課 

（３）八潮市生活困窮者家計改善支援業務委託 

ア 業務内容 

生活困窮者の家計には相談者が抱える様々な課題が経済的な問題となって現れ

ることから、家計の視点から相談支援を実施することにより、経済的な問題の背



景にある根源的な課題を相談者とともに理解し、相談者自身が「家計を管理しよ

う」という意欲を高め、自ら家計管理ができるようになることを支援を行う。 

別添「八潮市生活困窮者家計改善支援業務委託仕様書」のとおりとする。 

イ 本業務の実施に係る予算額（３か年の予算の限度額） 

2,304,000円 

ウ 担当課 

健康福祉部社会福祉課 

（４）八潮市被保護者就労支援業務委託 

ア 業務内容 

生活保護法第 55条の７の規定に基づき、被保護者の就労支援に関する問題につ

いて被保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言等の支援を実施し、

被保護者の自立の促進を図る。 

別添「八潮市被保護者就労支援業務委託仕様書」のとおりとする。 

イ 本業務の実施に係る予算額（３か年の予算の限度額） 

30,269,000円 

ウ 担当課 

健康福祉部社会福祉課 

（５）八潮市被保護者就労準備支援業務委託 

ア 業務内容 

生活保護法第 55条の 11の規定に基づき、複合的な課題を抱える被保護者のう

ち、生活リズムが崩れている、社会との関わりに不安を抱えている、就労意欲が

低下しているなどの理由により、直ちに就労することが困難な者に対して、一般

就労に従事する準備としての日常生活能力や社会的能力の形成・向上、就労意欲

の喚起等の支援を計画的に行う。 

別添「八潮市被保護者就労準備支援業務委託仕様書」のとおりとする。 

イ 本業務の実施に係る予算額（３か年の予算の限度額） 

14,508,000円 

ウ 担当課 

健康福祉部社会福祉課 

（６）八潮市被保護者家計改善支援業務委託 

ア 業務内容 

被保護者の家計には相談者が抱える様々な課題が経済的な問題となって現れる

ことから、家計の視点から相談支援を実施することにより、経済的な問題の背景

にある根源的な課題を相談者とともに理解し、相談者自身が「家計を管理しよ

う」という意欲を高め、自ら家計管理ができるようになることを生活保護法第 60

条の規定に基づき支援する。 

別添「八潮市被保護者家計改善支援業務委託仕様書」のとおりとする。 

イ 本業務の実施に係る予算額（３か年の予算の限度額） 

5,649,000円 

ウ 担当課 



健康福祉部社会福祉課 

（７）八潮市被保護者健康管理支援業務委託 

ア 業務内容 

生活保護法第 55条の８の規定に基づき、より専門的な視野からの情報の収集及

び分析により、被保護者で、健康問題を有すると判断される者又は健康問題を有

する可能性があると判断される者について、個別に健康管理上の助言、支援等を

行う。 

別添「八潮市被保護者健康管理支援業務委託仕様書」のとおりとする。 

イ 本業務の実施に係る予算額（３か年の予算の限度額） 

14,112,000円 

ウ 担当課 

健康福祉部社会福祉課 

（８）八潮市障がい者就労支援センター業務委託 

ア 業務内容 

自ら就労先を見つけることが困難な障がい者に対し、就労につなげるための支

援や、就労している障がい者の職場での定着支援など、継続的な就労支援を行う

ことで、障がい者の社会的・経済的な自立の促進を図る。 

別添「八潮市障がい者就労支援センター業務委託仕様書」のとおりとする。 

イ 本業務の実施に係る予算額（３か年の予算の限度額） 

23,991,000円 

ウ 担当課 

健康福祉部障がい福祉課 

 

※各業務の実施に係る予算額は、契約締結日の翌年度以降においてこの契約に係る

歳出予算の減額又は削減がなかった場合の見込額 

 

４．参加資格等 

（１）参加資格 

参加資格については、次の条件をすべて満たすこととする。 

ア 仕様書の内容を理解した上で、公募型プロポーザルに参加できる者 

イ ３．業務等の概要に掲げる業務をすべて一体的に実施することのできる者 

ウ 参加申込書類提出日において、八潮市建設工事等の契約に係る指名停止等に関

する基準に基づく指名停止処分及び八潮市建設工事等に係る暴力団排除措置要綱

に基づく指名除外措置の期間中にない者 

エ 会社更生法(平成 14年法律第 154号)に基づく更生手続開始の申立てがなされて

いない者及び民事再生法(平成 11年法律第 225号)に基づく再生手続開始の申立て

がなされていない者 

 

（２）欠格事項 

次のいずれかの事項に該当する場合は、参加できないものとする。 



ア 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 92条の２の規定に該当する者 

イ 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当する者 

ウ 国税、都道府県税及び市区町村税を滞納している者 

エ 経営及び財務状況の健全性が確保されていると判断できない者 

オ 宗教活動や政治活動を目的とする者 

カ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第 77号)第２条

第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員が経営する法人若し

くは暴力団員が経営に関わる者 

キ 八潮市競争入札参加資格を抹消され、当該抹消日から３年を経過していない者 

 

５．受託計画書の審査  

別表１ プレゼンテーション評価項目に基づき評価を行い、最高点を獲得した参加

申込者を受託予定者として選定する。なお、参加申込者が１者の場合であっても、基

準を満たしていると判断した場合は、受託予定者とする。 

 

６．選定までの手続き  

（１）質疑応答 

ア 質問の方法  

参加申込にあたり質問をしようとする者は、質問書（様式３）に必要事項を記

入して事務局に電子メールにて提出する。質問の提出後、事務局に電話にて受付

の確認を行うものとする。 

質問を送信する際の件名は、次のとおりとする。 

「八潮市生活困窮者自立相談支援業務等委託に関する質問（法人名）」 

電話や窓口等での口頭による質問は受け付けない。 

イ 受付期間 

令和７年 12月 22日(月)正午から令和８年１月 19日(月)正午まで 

ウ 質問及び質問に対する回答 

質問に対する回答は一括してとりまとめ、令和８年１月 23日(金)までに質問者

名を伏せ市ホームページに掲載する。  

（２）参加申込 

ア 提出書類 

様式１ 公募型プロポーザル参加申込書 

様式２ 公募型プロポーザル参加資格要件について 

イ 提出方法 

提出書類に必要事項を記入の上、正本を１部、直接事務局に持参すること。郵

送による提出は不可とする。 

ウ 受付期間 

令和７年 12月 22日（月）正午から令和８年１月 26日（月）午後５時まで 

提出時間は午前９時から午後５時まで(正午から午後 1時までを除く)とする。  

（３）受託計画書 



公募型プロポーザル参加申込書を提出した者は、各事業の仕様書に基づき受託計

画書を作成し次のとおり提出する。 

ア 提出書類 

様式４ 八潮市生活困窮者自立相談支援業務等委託受託計画書 

見積書（Ａ４版、様式自由） 

イ 提出方法 

必要書類を整え事務局に提出すること。郵送可。 

ウ 受付期間 

令和７年 12月 22日(月)正午から令和８年２月６日(金)午後５時まで 

(土、日、祝日を除く) 

提出時間は午前９時から午後５時まで(正午から午後１時までを除く)とする。

（郵送による提出期限は２月６日必着（消印無効）とする。） 

エ 提出部数 

正本１部 副本７部 

（４）参加辞退について 

ア 辞退の方法 

本業務参加申込書の提出後に辞退する場合には、公募型プロポーザル辞退届

（様式５）を提出すること。辞退届提出による不利益措置はない。 

 イ 受付期間 

   令和７年 12月 22日（月）正午から令和８年２月６日（金）午後５時まで 

（５）プレゼンテーションの実施 

ア 実施日時 

令和８年２月 19日(木) 

時間、場所等、詳細は参加申込者に個別に通知する。 

イ 出席者 

プレゼンテーションを行うのは合計４名以内とし、「３．（１）八潮市生活困窮

者自立相談支援業務委託」に従事する実務担当者も必ず同席すること。 

ウ プレゼンテーションの方法 

順番は、参加申込書の提出順とする。 

説明は一参加申込者につき 20分以内とし、質疑応答は 10分程度とする。 

説明者は、予定時刻の 15分前までに控室に入室すること。 

開始予定時刻に遅れた場合は欠席として扱う。 

説明は、受託計画書の記載内容を逸脱しない範囲とし、受託計画書の要点を簡

潔にまとめたものとする。 

プロジェクター等の機材を使用する場合は、事前に事務局に連絡するととも

に、機材は参加申込者が用意する。ただし、希望によりスクリーンは市が用意す

る。なお、機材の設営も含め、準備は入室から説明開始前の時間に行う。  

（６）結果の通知 

プレゼンテーションの審査結果については、別途郵送で通知することとし、令

和８年２月 27日(金)までに発送する。 



 

７．受託予定者との協議  

受託計画書に基づき受託予定者と市の協議により、委託業務の詳細な内容を決定す

る。決定した内容に基づき、市の予算の限度額の範囲内において、契約金額を決定す

る。 

また、受託予定者が本件の契約を辞退した場合及び契約締結前に「４．（１）参加資

格」を失った場合、又は虚偽の参加申込等を行ったことが判明した場合、当該受託予

定者を失格とし、審査結果が次順位のものを新たな受託予定者として選定する。 

 

８．情報公開  

本発注案件については、契約先決定後に参加申込者から情報提供の希望があった場

合、以下の項目について情報提供を行う。 

なお、情報提供は原則として電子メール等で行う。 

（１）プロポーザルの参加申込者数 

（２）契約先業者名 

（３）契約金額 

（４）契約先業者の評点の合計値 

（５）情報提供希望のあった参加申込者の評点の合計値 

（６）情報提供希望のあった参加申込者の全体順位 

（７）評価項目ごとの他の参加申込者との評点の優劣（評点は情報提供しません。） 

 

９．その他  

（１）提案書等で用いる言語は日本語、通貨は日本円とする。 

（２）提案書等の作成、提出及びプレゼンテーションに係る一切の経費は、全て参加

申込者の負担とする。 

（３）提案書等の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商法特許の日本国及

び日本国以外の国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっているも

のを使用した結果、生じた一切の責任は参加申込者が負うものとする。 

（４）提出された提案書等の書類は本件のプロポーザル以外に使用しない。また、返

却は行わず事務局において保管し、市所定の保存年限経過後に市が破棄すること

とする。 

（５）本業務の手続きにおいて知り得た情報を第三者に漏らしてはいけない。また、

提案書等作成のため本市から入手した資料は、提案書等の作成以外の目的で使用

することはできないものとする。 

（６）提出期限以後の提案書等の差し替えや再提出は認めないものとする。本業務参

加申込書提出から契約締結までの間に欠格事項に該当することとなった場合

は、その時点で失格とする。提出された提案書等の書類に虚偽の記載をした場

合は、無効の取り扱いにするとともに、虚偽の記載をした参加申込者に対し、

指名停止の措置を行うこともある。 

（７）本件のプロポーザル実施の説明会は行わないものとする。 



（８）受託計画書等の作成にあたっては、「生活困窮者自立支援制度に関する手引きの

策定について（平成 27年３月６日社援地発 0306第１号厚生労働省社会・援護局

地域福祉課長通知）」、「生活困窮者自立相談支援事業等の実施について（平成 27

年３月６日社援地発 0306第１号厚生労働省社会・援護局長通知）」等の本事業に

関連する国の通知を十分に理解すること。 

（９）本要領に定めのない事項及び本要領に疑義が生じた場合は、協議により定める

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  問い合わせ先・事務局 

〒340-8588  

八潮市中央一丁目２番地１ 

八潮市健康福祉部 社会福祉課 福祉企画係  

電話 048－996-2111  内線 316 

F A X  048－996-2820 

E－mail shakaifukushi@city.yashio.lg.jp 



別表１ 

 

プレゼンテーション評価項目 

 

評価項目 判断基準 

受託体制 本業務に係る人数、担当者の経験年数、業務管理体制、

責任体制 

受託実績 本業務に係る他自治体での受託実績、生活困窮者等への

支援実績 

制度の理解 生活困窮者自立支援法、生活保護法等、関係法令に関す

る理解の深さ 

連携体制 他制度、他機関等との役割分担に対する理解や連携体制

の構築方法等 

事業手法 本業務の実施にあたり特に留意する事項や、本業務に関

する参加申込者の強み、本市の特性を踏まえた参加申込

者ならではの実施手法等 

提示金額 受託計画書に対する提示金額の妥当性 

プレゼンテーション 本業務へ取り組む姿勢等 

 

 

 

 


